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1章輔輪

1.1 研究の背景

教育は，個人の能力や所得の向上，あるいは国家の経済発展へ大きな役割を

果たしている[1]。それゆえ，個人は自らお金を払って学校へ通い，国家は教育

に対して税金を投入する。しかし，すべての教育が必ずしもそのような役割を

持つわけではない。能力や生産性を高める必要のない高齢者が大学で学ぶ場合

や，国家が教育機会を拡大しでも国民の所得分配に変化がおこらない場合もあ

る。個人の自己の充実や社会生活の向上といった役割を持つ教育もある。教育

は多面的であり，その成果も不確実性を伴う事象である[2L

当然のことながら「教育」である「遠隔教育Jも，生涯学習の側面のみでは

なく，個人の能力や所得の向上や，経済成長へ貢献する役割を併せ持っている。

遠隔教育が組織的に開始されたのは 1800年代中頃であり，地理的要因，経済的

要因，あるいは身体的要因により学習困難な弱者のための教育としてその役割

を担ってきたお]。特に，国土が広い国では，古くから重要な教育手段として位

置づけられており，早い段階から高等教育においても取り入れられてきた。遠

隔教育のみで高等教育を提供する遠隔高等教育は， 1970年代から世界中で設立

されている。 近年では，情報通信技術の発展とともに，それを活用した教育 (e

ラーニング)が多くの大学で導入されており，いつでも，誰でも， どこでも学

習できるようになった。遠隔高等教育は，生涯学習を目的とした社会人教育の

みではなく，個人の能力開発や企業の人材育成，あるいは国の経済成長の手段

として，世界中で活用されている。

日本でも遠隔高等教育(大学通信教育)は戦後より制度化され，教育の機会

に恵まれなかった人々や，社会人の生涯学習，再教育の場として，その役割を

果たしてきた[4J。特に 1990年代以降は，生涯学習時代の到来，高等教育の改

革と規制緩和，情報通信技術の発展・普及により，高等教育全体における社会

人学習者は増加し，遠隔高等教育もその受け皿として一端を担っていた。しか

し，近年では， 日本の高等教育における社会人学生は増加しているものの，学

生の多くが社会人で占められている遠隔高等教育の学生数は減少傾向にあるお]。

生渡学習人口が増加し，社会人の学習機会拡大のための教育改革や規制緩和，

情報通信技術の発展など，社会人の学びやすい環境が構築されつつあるにも関

わらず， 日本の遠隔高等教育は停滞してきている[6]。遠縞高等教育の教育需要

は，なぜ減少傾向にあるのだろうか。そもそも，遠縞高等教育には，高等教育

機関としての役割が十分にあるのだろうか。
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教育の需要や役割を明らかにするアプローチのひとつとして，教育の経済的

側面に着目して分析する手法がある。伝統的な高等教育の経済的側面を実証分

析した研究は，アメリカを中心に多数蓄積されており，教育経済学として学問

分野を確立している[710 日本においても，教育が個人や組織へ及ぼす経済的影

響 3 教育を受けた個人や組織が社会経済へ及ぼす影響，便益と教育需要・進学

行動との関係など 3 教育を経済学や社会学の枠組みからとらえて，その生産物

や投資・消費行動，需要・供給予測などに関する研究は，数多く行われている。

しかし， 日本の遠隔高等教育，あるいは遠隔教育・通信教育を対象とした研究

は，ほとんど行われてこなかった。それは，逮捕教育は教育学者から本流から

外れた教育として長年扱われてきたためである[810通信教育や遠隔教育が多く

の人へ開かれた教育左して在り続けるためには，伝統的な高等教育を対象とし

た研究と同じ観点から教育需要を明らかにし，高等教育機関Eしての需要や役

割を明確にすることが求められる。

1.2 研究の目的

博士論文の研究目的は，遠隔高等教育の停滞事象を研究動機として，現在の

社会経済環境下における遠隔高等教育の需要構造と社会的意義について解き明

かし，今後の方策を提言することである。博士論文では「遠隔高等教育の需要

構造Jを，①現在の通信制大学の教育需要を規定する要因，②社会人学習者に

よる通信制大学への潜在需要およびその規定要因，という 2つの視点による需

要の仕組みとする。また，博士論文では「遠隔高等教育の社会的意義」を，①

現代B本の社会経済環境における通信制大学の教育便益に関する認識と期待，

②現代日本の社会経済環境における高等教育機関としての役害1]，という現代社

会における通信制大学の担う役割を包括した概念とするG

したがって，博士論文の研究目的を達成するための具体的な検討課題は，次

の5点となる

検討課題(1)遠隔高等教育の教育需要を規定する要因 (4章)

検討課題 (II)遠隔高等教育の教育便益に対する認識 (5章)

検討課題 (m)遠隔高等教育の潜在需要と規定要因 (5章)

検討課題(N)遠隔高等教育の高等教育機関としての役割 (6章)

検討課題 (V)遠隔高等教育の発展へ向けた方策の提言 (6章)

1.3 研究の方法

博士論文では，遠隔高等教育の需要構造及び社会的意義に関する課題につい

て，特に教育の経済的側面に着目し，実証的に分析を行う。具体的な方法はヲ

次のとおりである.

3 



(a)近年，量的な拡大と授業形態の変化が起きている通信制大学を対象に，

教育需要に影響している要因について，個票データによる計量分析線形回帰

分析，パネルデータ分析 を行う。また，教育需要へ影響する要因について，

その需要の弾力性を明らかにする。

(b)社会人学習者に対して通信制大学に関する社会調査を実施し，通信制大

学の便益効果に対する認識および、潜在需要について， ミクロデータによる計量

分析ープロビット分析ーを行う。また，潜在需要へ影響する要因の大きさを検

証するため，シミュレーションを実施する。

(c)通信制大学の役割が社会経済環境の変化のなかでどのように変遷してい

るかについて，社会経済に関する統計データから考察を行う。

1.4 研究の意義

遠隔高等教育を研究対象とする意義は，高等教育での学びを希望する社会人

の受け皿として，遠隔高等教育が一層期待されているためである。博士論文に

おいて，遠隔高等教育の教育需要と社会的意義を実証的に明らかにすることに

より，次のような効果が期待できる;第 1に，遠隔高等教育の質保証を議論す

る下地となる。遠隔高等教育は，開かれた高等教育機関であるため，ほとん21
の大学において入学試験が課せられていない。教育内容も長期間改訂されない

ことも多く，質保証に対する懸念がある。教育の質を評価することは容易では

ないが，教育の需要要因と社会的な役割を考察することで，これらの問題に歴

史的，教育学的な観点による既存研究とは異なる側面から寄与できるロ第2に，

遠隔教育を実施する大学の有効的な経営戦略を提起することが期待できる。教

育を産業における商品(サービス)ととらえることで，大学経営において規模

の経済，範囲の経済が働くか，教育産業としての効率性を議論し，供給側の経

営戦略へ寄与できる。第 3に，国家的な観点による教育施策への寄与が期待で

きる。所得の変化や社会経済構造の変化に伴う教育需要や進学行動の変化が生

じた場合，国家的な観点から教育の指針を示す必要がある。特に社会人に対す

る教育への関与が大きい遠隔高等教育は，主に生涯学習の側面から教育指針へ

適切な提言が可能である。したがって，遠隔高等教育の意義と役割を論ずるこ

とは，遠隔教育のみではなく，今後の教育政策全体に対して大きな役割を果た

すことが期待できる。

1.5 論文構成

研究のフレームワークを図 lへ，章構成を図 2へ示す。
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図1 研究のフレームワーク
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4章実証分析(1 ) 

1章緒論

Z章遠隔教育慨論

定義と検討課題

3章先行研究

経済分析と教育需要

喝駿

考察

実証分析

教育需要の規定要因と弾力性

勢F

5章実証分析(n) 

便益評価と潜在需要

6章需要構造と社会的意義

7章結論

図2 博土論文の構成
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2重量 霊童輔教関車襲霊童寵暴露と輪露骨鶴鶴

2章では，遠隔教育の起源と歴史を概観し，現在では高等教育の重要な教育手

段のーっとなっていることを示した。遠隔教育は，その前身である通信教育と

して，職業訓練を起源とし[9][10]，通信教育でしか学ぶことが出来なかった人々

に対する家庭学習[11]や，シャトーカから大学拡張への一連の運動を経て[12]，

世界的な遠隔教育へと展開していった。現在では遠隔教育大学，伝統的な大学

を問わず，インターネットを活用した遠隔教育が盛んに行われている。歴史的

な背景ヒ世界的な観点では，遠隔教育は高等教育機関における重要な教育手

段となっている。日本の遠隔高等教育においても，戦後から職業訓練，専門教

育3 生涯学習の教育手段として，その役割を担っている[13][14L

また，遠隔教育の定義および教育理論に関する代表的な先行研究([15][16][17] 

など)を概観し r遠隔教育」を定義するための 6要素 「メディアJ rへだ
たり J r教育組織J r双方向性J r学習環境J r教育の有効性j を抽出し，
博土論文における遠隔教育の定義を「教育組織と学習者が地理的または時間的

に分離されている状況において，教育目標を達成するために，多様なメディア

を用いて，双方向的な教授 学習活動が行われる形態」と提示した。

さらに，日本の遠隔高等教育における学生数や学校数の変遷と現況を概観し〉

近年では通信制大学3 通信制大学院の増加にもかかわらず，学生数は減少しつ

つあり，教育需要の減少がみられることを示した(表 3，表 4) c そして，この

ような遠隔高等教育の停滞事象を研究動機として，現在の社会経済環境下にお

ける遠隔高等教育の需要構造と社会的意義について解き明かすため，以下の検

討課題を提示した:

検討課題(1) 遠隔高等教育の教育需要を規定する要因

近年，量的な拡大と授業形態の変化が起きている通信制大学を対象に，各

大学の教育需要へ与える影響要因を明らかにする。教育需要の指標とじて各

大学の学生数を用い，学生数を規定する要因および教育需要の弾力性を検証

する。検証は，大学レベルのマクロデータを使った線形多重回帰分析と，パ

ネルデータ分析により行う。

検討課題(1I) 遠隔高等教育の教育便益に対する認識

通信制大学および通信制大学院の教育便益に対する社会人学習者の認識

を明らかにする。すなわち，社会人学習者が通信制の教育便益に対してどの

ような認識を持ち，期待しているのかを検証する。具体的には，通学制の大

学卒業により得た便益効果に対する認識が，通信制大学の便益効果に対する

認識へどのように影響しているかについて調査を実施し，計量分析により明

らかにする。
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検討課題 (ill) 遠隔高等教育の潜在需要とその規定要因

通信制大学および通信制大学院に対する社会人学習者の潜在的な教育需

要と，入学希望へ影響する要因を明らかにする。すなわち，どのような社会

人学習者が通信制大学へ入学する可能性があるのかを検証する。具体的には，

通信制大学を卒業したことが無い大学卒の社会人を対象に，通信制大学への

入学希望調査を実施し，個人の大学卒業の経験や通信制大学の便益に対する

考えが，通信制大学の入学希望(潜在需要)へどのような影響を与えている

かを計量分折により明らかにする。また，通信制大学への入学希望へ影響し

ている要因について入学希望確率に関するシミュレーションを行い，その影

響力を明らかにする。

検討課題 (N) 遠隔高等教育の高等教育機関としての役割

現代日本の社会経済環境下において，遠隔高等教育は高等教育機関として

どのような役割を担うのか，また，通信制は通学制とどのような関係性を持

ち，変化じていくのかを明らかにする。具体的には，検討課題(1)， (II)， 

(Ill)で検証した実証分析の結果と，社会経済に関する統計データから検証

を行二う。

検討課題 (V)遠隔高等教育の発展へ向けた方策の提言

上記の検討課題の検証結果をもとに，遠隔高等教育の停滞要因を明らかは

し，今後の遠隔高等教育が発展するためにはどのような方策が必要か，提言

を行二う。

3意先持研費:輯溝分輯と轍曹需聾

博土論文のテーマである教育の需要構造については，特に高等教育を対象と

して教育経済学や教育社会学の分野において多くの研究が蓄積されてきた。大

学進学行動を個人の投資行動や消費行動における教育需要と見なし，所得や授

業料，経済指標などの経済的変数や，親の学歴圃職業，居住地域などの社会的

変数により，教育需要の説明を試みるアプローチである O 日本では，教育需要

に関する研究は教育社会学からのアプローチが多いが，実証方法は教育経済学

と同じく，多くの経済変数の影響を分析している。教育需要や進学行動を経済

的な観点から検証する利点は，教育サービスとしての適切な供給量や，新しい

教育システムの効果を測定し，実際的な問題として教育政策へ寄与できること

にある。

3章では，まず，教育を経済学的観点から考察する意義について概観し，教育

経済学の研究分野のうち，高等教育需要に関する先行研究をサーベイした。「な

せ¥大学に行くのか」という問いに対して，教育経済学では人的資本論[18][19]
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を中心として，主にマクロ統計データによる実証研究が数多く行われてきた。

先行研究における分析結果では，家計所得および授業料が進学率白志願率へ影

響することが明らかとなっている。そして，社会経済情勢や個人の収益にも関

連することが示唆されている。

次に，遠隔高等教育に関してサーベイを行ったが，経済的側面に着目した先

行研究は乏しく，実証研究はほとんど行われていない。遠隔教育分野における

研究自体も，理論に欠ける定性的，記述的な研究が多い[20][21][2210経済的側

面からの研究の争点は，遠隔高等教育機関と従来の伝統的高等教育機関の卒業

便益は同じであるかどうかz という点が主で、あった。 Op巴nUniversity[23][24] 

や放送大学[25][26]に関する調査結果で、は，卒業者の便益効果は認められており，

遠隔高等教育が人的資本形成へ影響を及ぼしていることが穣認されている。し

かし，伝統的な高等教育機関とは異なり，卒業者の多くが社会人学生であるた

め，もともとの個人のキャリアが便益の発生へ影響している可能性がある[27]。

また，伝統的な高等教育とは異なり生涯学習を目的とした学生が多いことや，

卒業者の追跡調査が困難であるなど，遠隔高等教育の投資的な役割としての成

果を直接的に観察することは容易ではない。そのため，遠隔高等教育では，伝

統的な高等教育とは異なり，教育需要を便益との関係で説明することは容易だ

はない。

したがって，博土論文では， 日本の遠隔高等教育の教育需要を規定する要因

に関するマクロ統計データによる分析L 遠隔高等教育に対する潜在需要と社
会的認識に関するミク口調査データによる分析から，遠隔高等教育における需

要構造の解明を試みる。

4章 翼証分軒(1)教官需聾のま理費聾闘と弾力性

4章では，博士論文の検討課題(1)である 3 遠隔高等教育の教育需要を規定

する要因について検証した。はじめに，現在の通信制大学の学生数の現状を把

握したうえで，学生数を規定する要因について線形多重回帰モデ、ルによる分析

を行った。次に，通信制大学の特性(廉価な授業料，学外拠点，資格取得など)

が需要量(学生数)へ及ぼす影響について，過去 11年間分のデータを使ったパ

ネノレデータ分析により検証を行った。

4.1 通信制大学の教育需要

通信制大学全体の学生数が減少傾向にある状況下において，各通信制大学で

は3 学部再編，試験会場やスクーリング会場の拡大，資格取得へのカリキュラ

ム変更，学習支援の改善，経済支援の強化，授業料改定など，様々な取り組み
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を行っている。特に 3 通信制大学にとって重要な特性要素である廉価な授業料

や試験会場。スク」りング会場などの学習拠点，取得可能な資格の提供数など

は3 毎年のように各大学において変更されている。だがs 各通信制大学の取り

組みが需要へ及ぼす影響について，これまでほとんど検証されておらず，明白

ではない。入学定員を大幅に超過する大学や，年々学生数が増加している大学

もあるものの，特性要素のコントロールに関係なく，大学の知名度やブランド

カが教育需要へ大きく影響している可能性もあるO また，何らかの社会構造の

変化が通信制木学全体の教育需要へ影響している可能性もある。各大学が需要

に応じて特性要素の供給量を規定しているのか，それとも各大学の特性要素の

コントロールにより需要量が変化しているのか，因果関係も不明瞭である。し

たがって，通信制大学の教育需要へ影響する要因を明らかにするためには，各

大学の特色や社会環境を考慮した上で，コントローノレ可能な特性要素が通信制

大学の需要へどのように影響を及ぼすかについて，実証的に分析する必要があ

る。

4.2 学生数の規定要因

教育需要の指標として各大学の学生数を用い，現状における学生数を規定す7

る要因について線形多重回帰分析を行った。分析対象は， 2010年度時点で 43

大学(放送大学を除く)のうち，被説明変数および説明変数に関するデータを

すべて公表している 38大学とする。被説明変数は，各通信制大学の正規課程の

学生数，説明変数は3 授業料，女性割合，年齢割合 (20代以下， 30代・ 40代，

50代以上)，試験会場数ダミー(平均値より大を 1) ，スクーリング会場数ダ

ミー(平均値より大そ 1)，取得可能な教員免許種類数ダミー(平均値より大を

1) ，巴ラーニングダミー(導入済みを1)とし，組み合わせにより 9個のモデ

ルにより分析を行った(表 5，表 6)。

4圃3 教育需要の弾力性

通信制大学の特性(廉価な授業料，学外拠点，資格取得など)が需要量(学

生数)へ及ぼす影響について， 2001年から 2011年までの 11年間のデータを使

用し，パネルデータ分析[28]を行った。想定する需要関数は， CampbeH and 

Si巴geH29lによる大学教育需要関数と同様に推計結果を弾性値として解釈可能

とするため，阿辺の対数値が自然対数となる 般的な線形関数を使用する。被

説明変数は，学生数の対数値，説明変数は，授業料，拠点数，教員免許数，資

格数，卒業者数，通学制学生数の各対数値とする。授業料の変化に伴う学生数

の弾力性(価格弾力性)と，その他の説明要因の変化に伴う学生数の弾力性に

ついて，推計を行った(表 8，表 9)。
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4.4 まとめ

線形多重回帰分析の結果，次の知見が得られた:

(a)授業料が学生数へ及ぼす影響はほとんどない。また eラーニングの実施

が学生数へ及ぼす影響は小さい。

(b)試験会場およびスクーリング会場の多さは，学生数へ影響している。

(c)取得可能な教員免許の種類の多さは，学生数へ影響している。

次に，過去 11年間分のデータを使った固定効果モデルによるパネルデータ分

析の結果，次の知見が得られた

(d)授業料，学外拠点は教育需要へ影響している。通信制大学の教育需要に対

する授業料の弾性値は 0.4から 0.6，拠点数は 0.2~0.4である。

(e)教員免許数および資格数，通学制学生数はほとんど影響していない。

ω卒業者数の影響力は小さい。

線形多重回帰モデルによる分析は，個別の通信制大学の需要量へ影響する要

因の違いを見ることに主限を置いた分析であり，パネルデ、」タ分析は通信制大

学の教育需要へ影響する共通の特性要素を抽出することに主眼を置いた分析で

ある O そのため，被説明変数は同じ「学生数」であるが，学生数へ及ぼす影響

要因は異なっている。線形多重回帰モデルの分析結果では，授業料が学生数へ

及ぼす影響はほとんど見られなかったが，過去 11年間のデータを使ったパネル

データ分析では，負の有意な効果があった。つまり，授業料は，現在の通信制

大学の規模を規定する要因にはなっていないが，約 10年の間では教育需要を減

少させる要因になっている。試験会場およびスクーリング会場の拠点の多さは

正の効果があり，教育需要へ与える主な影響要因となっているO 拠点が多けれ

ば，学習者のスクーリングや試験会場への移動費用の削減や，教員と対面で接

する機会が増加するためと考えられる。したがって，検討課題(1)に関する

検証結果としては，授業料および拠点数が通信制大学の教育需要へ影響してお

り，通信部の利点の一つで、ある廉価な学費と，通信制の学習不安を補う対面教

育を重視する傾向があるといえる。

課題としては，通信制大学に関するデータが少なく，分析に使用する変数が

制約された点である。今回の分析を通して，通信制大学は大学情報公開に関し

て消極的であることが明らかとなった。文部科学省の「学校基本調査」の伺票

データや私立大学通信教育協会の「入学者調査」は情報量が多いものの公表さ

れておらずp また，情報公開に消極的な大学が多い。パネルデータ分析の結果
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は， 2001年から 2011年までの固定効果モデルによる推定が棄却されない結果

であり，他の期間や他の変数を導入した場合の闘定効果は異なることも推測さ

れるG

今回の分析を通じて，通信制大学の教育需要へ与える影響要因を定量的に示

すことができたが，今後の需要予測のためには，より長期的なデータとさまざ

まな変数を用いた分析が必要であり，一層の基礎データの蓄積が必要で、ある。

特に，先行研究の結果から，家計所得や卒業後の収益といった経済変数が高等

教育需要へ影響を及ぼすことが示されているが，通信制大学単位でそのような

経済変数を把握するこどが困難であるため，代理変数になりうる基礎データの

収集と蓄積が課題である。

5重量 E軽量正分軒(宜)寵盤富平舗と潜在害警聾

5章では，博士論文の検討課題(11)である遠隔高等教育の教育便益に対する

認識，および，検討課題 (III)である遠隔高等教育の潜在需要と規定要因につ

いて検証した。はじめ，通信制大学および通信制大学院の教育便益に関する大

卒社会人の認識を明らかにした。つぎに，社会人学習者の潜在的な教育需要色

調査し，便益に対する認識と潜在需要の関連について検証を行った。

5.1 分析方法

調査は， NTTレゾナント株式会社 fgooリサーチ」によるインターネット調

査モニターを対象として， 2011 年 09 月 13 日 ~2011 年 09 月 15 日に実施した。

調査対象者は， 同社により 2011年 3月上旬に実施された調査において f4

年制大学卒業Jまたは「大学卒業後に大学院修了」と回答した 34，637名から

1，865名を無作為抽出し， 500名を回収目標とした。その結果，有効回答者数は

567名であり， うち，通信市l大学(放送大学を含む)卒業者は44名，非卒業者

は 523名であった。調査内容は，対象者全員に対して，通信制大学(放送犬学

を含む)卒業の有無，通信制大学・大学院への入学希望，メディアの学習効果

に対する考え，大学卒業により得た便益効果，属性(年齢，性別，職業，年収，

家族構成)を調査した。また，通信市j大学の卒業者に対しては，入学動機，そ

の大学を選択した理由，卒業に対する費用対効果と，非卒業者に対しては，通

信制大学の卒業便益に対する考えを調査した。

効果や便益に関する質問項目は，斎藤・牟田[25Jおよび放送大学[26][30]によ

る調査を参考とした。卒業の有無，属性，費用対効果の設間以外は f1:あては

まらない~5:あてはまる」の 5 件法により回答を依頼した。
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分析には，アンケートに基づく個票による質的選択モデルを用いる。本調査

の回答結果は 5件法で実施されており，これは離散的で順序づけられたデータ

であるため，オーダードプロピットモデ、/レ[31Jによる推定を行う。

5.2 卒業者の教育便益

今回の調査では，有効回答者 567名のうち， 4年制の通信制大学(放送大学

を含む)を卒業したのは 44名 (7.8%)であった。回答者は少ないが，通信制

大学を卒業することにより就職，昇進，昇給といった便益を得たと感じている

卒業者もおり，少なくとも通信制大学の投資的な役割は確認できる。通信制大

学はやはり生涯学習としての消費的な役割が大きいことど，投資的な職業上の

便益効果が生じることが確認された(表 10，表 11)。

5.3 便益に対する認識

通信制大学の非卒業者 523名を対象に，通学制の大学卒業により得た便益効

果に対する認識が，通信制大学の便益効果に対する認識へどのように影響して

いるか，検証を行った。被説明変数は「通信制大学を卒業することJで期待さ

れる便益効果に対する考えであり，(1)資格取得に役立ちそうだ， (2)希皇

する就職・転職に役立ちそうだ， (3)職場での昇任・昇格に役立ちそうだ， (4) 

より多くの収入・給与を得られそうだ， (5)専門知識，技術がみにつきそうだ，

(6)人脈を広げることに役立ちそうだ，という 6つのモデ、ルを推定した(表 12，

表 13)。

5.4 潜在需要分析

通信制大学について，どのような人が入学する可能性があるのか，潜在的な

需要を検証した。通信制大学を卒業したことが無い大学卒の社会人を対象に，

通信制大学への入学希望調査を実施し，個人の大学卒業の経験や通信制大学の

便益に対する考えが，通信制大学の入学希望(潜在需要)へどのような影響を

与えているか，オーダードプロピットモデルにより検証した(表 14，表 15)。

また，分析結果から，通信制大学への入学希望へ影響している要因について，

影響の大きさを検証するために入学希望確率に関するシミュレーションを行っ

た(図 7，図 8，図 9)。

5園5 まとめ

通信制の教育便益に対する認識について，次の知見が得られた
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(a) r通信教育」の学習形態に対する考えは，通信制大学の便益効果に対
する認識へ大きく影響しているO 特に rインターネットによる講義」に対し
て学習効果があると考える人ほど，便益効果に対する期待は高くなる。

(b)大学卒業後に得られた便益効果の種類は，通信制大学の便益効果に対す

る認識へ影響している。特に，大学卒業により「高収入・昇給J r人脈拡大」
の便益効果があった場合は，通信制に対してもその効果を高く期待する。

通信制の潜在需要に関しては，次の知見が得られた

(c)通信制大学の主要な学習形態の一つである「郵便物による講義Jに対し

て，学習効果があると考える人ほど，通信制への入学希望確率は上昇する。

(d)大学卒業により多くの「収入・給与jが得られた人や r大学生活」を
楽しむことができた人は，通信制大学および通信制大学院への入学希望確率が

減少する。ただし r勉強する楽しみJを見出した人は，通信制大学院への入
学希望確率は上昇する。

(e)通信制大学を卒業することで「より多くの収入・給与J r大学生活の楽
しみJ r勉強する楽しみ」が得られると考える人は，通信制への入学希望確率
は上昇する。特に，勉強する楽しみがあると考えは，科目等履修生への入学希

望へ大きな影響を及ぼしている。

(f)大学院を修了している人は，通信制への入学希望確率は低い。

以上の考察から，検討課題(II )に関する検証結果として，通学制の大学を

卒業することで便益を得ている社会人学習者は，通信制の教育便益に対しでも

同様の認識を持つことが明らかとなった。つまり，大学卒業により便益を得た

大卒社会人は，通信制大学には通学制の大学と同じ便益効果をもたらす役割が

あると認識している。また，検討課題 (ill)に関する検証結果として，通信制

に対する認識が高く，通信制を卒業することで投資的な便益あるいは消費的な

便益を期待している社会人学習者は，通信制大学への潜在的な教育需要が高い

ことが明らかとなった。ただし，大学卒業により多くの便益を得た場合は通信

制への教育需要は低くなり，また，最終学歴が大学院の場合も低くなった。

したがって，通信制に対する潜在的な教育需要は，通信制に対してどのよう

な便益を期待しているか，という認識が大きな影響を及ぼしていると結論づけ

られる。

今後の課題は，通信制大学の卒業者の教育使益の調査に関して，サンフツレを

確保する方法の模索である。今回の調査では，卒業者のサンプル数が 44名しか

回収できず，実際の入学者像ど 9 入学希望者像が一致しているかの検証は出来
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ていない。通信制大学の卒業者の追跡調査は，全国に卒業生が点在していたり，

同窓会もない場合もあるなど非常に難しい。今回， A社による 1，000名を対象

としたプレ調査では，通信制大学(放送大学，大学院を含む)の卒業者数は，

23名，出現率 2.3%であった。 B社による約 5，000名を対象としたプレ調査で

は80名，出現率 1.7%であった。卒業者に対する調査は，インタビ、ューなどに

よる質的調査も含め，検討が必要である。

6章 需喜事構謹と社会的撞重量

6章では， 4章および5章で行った実証分析の検証結果を踏まえて，検討課題

(IV)である遠隔高等教育の高等教育機関としての役割を検証し，需要構造と

社会的意義について論考するとともに，検討課題 (V) である遠隔高等教育の

発展へ向けた方策の提言を行った。

6.1 遠隔高等教育の需要構造

「通信制Jと「通学制」の関係に着目し，通信制の社会的位置づけや教育上

の利点を考察した。そして r通信制」と「通学制」のボーダーレス化[32]に匂
いて考察し， 日本の高等教育システムの需要構造に関する概念モテ、ルを示した

(図 10)。情報通信技術の発展に伴う通信制と通学制のボーダーレス化が進ん

でいるが，現状の通信制は，時間や地理的な制約などの理由で通学制へ通うこ

とができない社会人学習者の受け皿として，通学制を補完する役割が大きいと

判断される。だが，通学制の補完的な役割を担う通信制も，ボーダーレス化に

よる大学問競争と大学経営効率化のために，白石[33]のいう「へだたり jの利点

のある教育の場がなくなりつつある。通信制と通学制の明確な役割分担がある

ことで，いつでも，どこでも，マイペースに自由な思考で学ぶ場が保護されて

いる。通信制の需要拡大のためには，通信制の教育サービスの質，将来への有

益性， eラーニングなどの支援サービスの有効性など，通信制は通学制の代替的

な役割を担う教育機関でもあるということを，通信制業界全体から社会に対し

て売り込む必要がある。

6.2 遠隔高等教育の社会的意義

生涯学習時代の到来と社会経済環境の変化による社会人学習者の高等教育に

対する需要動向について概観したロ経済的側面からみた通信制の役割は，入学

動機として大卒資格や職業上の資格を求める学生層は多いものの，年齢層や職

業構成をみると通信制の役割は生涯学習へと変化しているO 通信制の開始当初

は，実学的な教育内容ではなかったものの 3 大学へ進学できなかった若年社会

15 



〆、のための教育投資としての役割が大きかった。現在の通信制は，余暇の充実

や学問への興味・関心といった，消費としての役割が大きい。一方，通信市j大

学院では，比較的若い年代の有職者が多く，実学的な教育内容も多いことから，

投資としての役割が大きい。

通信制の停滞要因としては，教育を投資的な役割と捉える若年層では社会経

済環境と提供される教育サービスの不整合さが要因であり，教育を消費的な役

割とみなす高齢層では他の教育機関を選択する可能性が増えていることが要因

と考えられる。、そして，遠精高等教育に対する低い社会的認知や評価も要因と

なっている。遠痛高等教育は世界中で社会人学習の場として確立されており，

単なる生涯学習ではなく，重要な高等教育手段として位置づけられている。し

かし，近年の日本は著しく社会経済が変動してきたにもかかわらずp 通信制は

長年の聞大きな変革もなかった。国や学界から放置されたこ止も，社会的な認

知度の低下を招い七いる。

6圃3 発展へ向けた提言

通信制においては Iへだたり」の利点のもとで通学制とのすみわけを行っ

てきたこと，近年は情報通信技術の活用により通学制とのボーダーレス化が生

じているが通学制の代替的な役割を担うにはいたっておらず補完的な役割であ

ること，当初は若年社会人のための教育投資としての役割が大きかったが現在

では余暇の充実や学問への興味・関心といった消費としての役割が大きいこと，

を述べた。そして，通信制の停滞要因として，通信制は教育サービスの供給量・

質と学習者の需要が結びついていないこと，社会からの低い認知・評価が影響

していること，国や研究者が無関心であること，を挙げた。

以上の考察をふまえて，今後の日本の遠隔高等教育の発展へ向けて I対面

機会の充実JI経済的支援の充実J I現代の社会経済環境に適した講義の提供J

「認知および評価向上へ向けた取り組みJ I ~通信制』と『通学制』の在り方

の検討J I研究成果の継続的な蓄積」の 6つ方策の提言を行った。

7重量 輯輪

博士論文で提示した遠隔高等教育の需要構造と社会的意義に関する新知見は，

実証的に初めて明らかにしたものである。そして，情報の蓄積が乏しい遠隔高

等教育研究に対して，体系的な考察と資料を提供しうるものである。特に遠編

高等教育の経済的側面から計量分析を行った成果の学術的意義は，大きいもの

と推測できる。
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7.1 研究結果の総括

研究結果の総括は次の通りである

1章「緒論jでは，博士論文の研究を進めるにいたった動機，研究目的と方法，

博士論文の意義について述べた。

2章「遠隔教育概論:定義ど検討課題」では， 1970年代から 1980年代に盛

んに行われていた遠隔教育の定義と教育理論に関する先行研究を整理した。ま

た3 遠隔教育の起源と歴史を整理し， 日本における通信教育から遠隔教育への

変遷と，現代の遠隔教育の状況について概観した。そして，博士論文における

遠隔教育の定義要素および定義L 博土論文で検証すべき具体的な検討課題に

ついて明示した。

3章「先行研究:経済分析と教育需要」では，教育を経済学的観点から考察す

る意義について概観し，高等教育分野における教育経済学の先行研究を整理し

た。まず，教育投資と経済成長，教育による人的資本形成，大学教育の収益率，

大学教育の便益，大学進学の規定要因など，伝統的な高等教育に対する経済分

析を整理した。次に，遠隔高等教育の経済分析や費用対効果に関する先行研究

を整理した。海外の OpenUniversityや日本の放送大学の教育成果，個人の教

育便益に関する先行研究をレビューし，これまでに明らかとなっていない課題

について整理した。

4章「実証分析(1)教育需要の規定要因」では，検討課題(1)である遠

隔高等教育の教育需要を規定する要因を明らかにした。近年，量的な拡大と授

業形態の変化が起きている日本の通信制大学の教育需要へ及ぼす影響について，

大学レベルのマクロデータを使った計量分析を行った。具体的には，教育需要

への影響要因を明らかにするために，①線形多重回帰モデ、ノレによる現状分析，

②過去 11年間のデータを使ったパネノレデータ分析を行った。パネルデータ分析

では，教育需要へ及ぼす影響要因L 通信制大学の教育需要の弾力性を検証し

た。

5章「実証分析 (rr)便益評価と潜在需要Jでは，検討課題(II)である遠

隔高等教育の教育便益に対する認識と，検討課題(皿)である遠隔高等教育の

潜在需要と規定要因について明らかにした。通信制大学に関するアンケート調

査を実施し，通信制大学および通信制大学院の教育便益に関する社会人学習者

の認識について，ミクロデータを使った計量分析により検証した。また，社会

人学習者の潜在的な教育需要に関して，大学教育による便益効果や通信教育に

対する考えが，通信制大学の潜在需要へどのように影響しているかについてプ

ロビットモデルにより検証した。

6章「需要構造と社会的意義jでは，検討課題 (N)である遠隔高等教育の高
等教育機関としての役割を検証し 2 需要構造と社会的意義について論考すると
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ともに，検討課題 (V)である遠隔高等教育の発展へ向けた方策の提言を行っ

た。 4章， 5章の実証分析の結果と，現代の社会経済環境の観点から，通信制は

どのような役割を担うのか，また，通学制との関係はどのように変化していく

のか，そして停滞要因は侭か，今後の発展へ向けて何が必要であるか，を明ら

かにした。

7.2 検討課題の検証結果

検討課題に対する検証結果は，次のとおりである・

検討課題(1) 遠隔高等教育の教育需要を規定する要因

通信制大学の教育需要を規定する要因は，授業料および拠点数である。通信

制の手u点の一つである廉価な学費と，通信制の学習不安を補う対面教育を重視
する傾向がある。また，拠点が多いこどは，学習者にとってスクーリングや試

験会場への移動費用の削減や，教員と対面で接する機会が増加するため，教育

需要へ影響すると推測できる。

検討課題(豆) 遠隔高等教育の教育便益に対する認識

通学制大学を卒業することで便益を得ている大卒社会人は，通信制の教育便

益に対しでも同様の認識を持っているO つまり，大学卒業により便益を得た大

卒社会人は，通信制大学には通学制大学と同じ便益効果をもたらす役割がある

と認識している。

検討課題 (m) 遠隔高等教育の潜在需要とその規定要因

通信制の便益に対する認識が高く，通信制を卒業することで投資的な便益あ

るいは消費的な便益を期待している大卒社会人は3 通信制大学への潜在的な教

育需要が高い。つまり 3 通信制に対する潜在的な教育需要は，通信制に対して

どのような便益を期待しているか，という認識が大きな影響を及ぼしている。

検討課題 (IV) 遠隔高等教育の高等教育機関としての役割

通信制は，情報通信技術の活用により通学制とのボーダーレス化が生じてい

るものの若年層の受け皿にはいたっておらず，時間的あるいは地理的な理由か

ら通学制へ進学できなかった社会人学習者の受け皿として，通学制を補完する

役割である。また，当初は若年社会人のための教育投資としての役割が大きか

ったが，現在では余暇の充実や学問への興味圃関心といった消費としての役割

が大きい。
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検討課題 (V)遠編高等教育の発展へ向けた方策の提言

通信制の停滞要因は，通信市jは教育サービスの供給量ー質と学習者の需要が

結びついていないこと，社会からの低い認知・評価が影響していること，国や

研究者が無関心であること，が挙げられる。発展へ向けた必要な方策は，対面

機会の充実，経済的支援の充実，現代の社会経済環境に適した講義の提供，認

知および評価向上へ向けた取り組み r通信制」と「通学制」の在り方の検討，
研究成果の継続的な蓄積，の 6つが挙げられる。

7.3 今後の課題

遠縞高等教育研究における次の課題は，開始されて問もない通信制大学院の

現状，問題について，中長期的な観点から継続的にデータ収集・分析を行い，

需要構造および社会的意義を検討することである。博士論文では，遠隔高等教

育の中でも主に通信制大学へ焦点を当てて，需要構造と社会的意義について考

察を行った。通信制大学は，戦後から開始され，すでに半世紀以上の歴史があ

り，充分ではないものの一定の社会調査データの蓄積もある。一方，通信制大

学院は 1998年に制度化され，博士課程の設置は2003年であるため，ほとんど

データの蓄積がない。しかし，今後も増大すると予測される社会人の学習需要

に対し通信制大学院はその受け皿として大きく期待されているため，今後の

重要な研究対象であるG
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